
貨幣利益の分割

貨幣利益の分割

エドワーズ・ベルとベドフォードの利益計算の比較
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　I　序

　利益計算の目的のひとつに，利益を用いて企業活動の良否の評価をなすこと

によって，その活動のもととなる経営意思決定に役立たせようという考え方が

ある。この考え方に従えば，企業全体の活動の成果としての利益よりも，さら

に詳細な活動ごとの成果としての利益のほうが経営意思決定には望ましいこと

となる。そこで，利益の分割が試みられるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ）
　エドワーズ・ベルによるr意思決定と利潤計算』は，そのような理論を代表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
するものであり，ベドフォードの『利益決定論」はその影響を受けたもののひ

とつであると考えられる。この両者の理論については，我国でもすでに多くの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
研究，紹介があるが，両者の関係を直接に扱ったものは非常に少ない。

　エドワーズ・ベルは，主として経営意思決定に役立ちうるような利益概念な

らびに計算方法の構築を目指し，操業利益と保有利得（原価節約）との区分と

ともに，実現可能基準にもとづく実現・未実現の区分とを理論の中心におき，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
会計利益，実現利益，経営利益といった三種類の利益概念を展開した。そこで

は，経営意思決定のためには経営利益が最も有用であるとされている。また，

ベドフォードは新たに操作的利益概念を取入れ，あたかもエドフ二ズ・ベルの

経営利益概念における貨幣利益の分割をさらに精緻化させたかのような，利益

計算を展開している。

　この両者の理論は，企業内部の活動の種類ごとの利益の計算をなそうとして

いる点と，実現利益のみならず未実現利益をも認識しようとしている点で共通

性がみられ，両者とも同様に貨幣利益の分割を図っているかのようにみうけら

れる。しかし，両者の利益計算を具体的に比較してみると，その根底にある思

考，理論の本質が異なっているように思われるのである。もしそうであるなら
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は，ベドフォードの理論は単にエドワーズ・ベルの理論の延長上にあるもので

はなく，全く別の位置づけがなされることとなろう。

　本稿では，両者の主張する利益概念を概観した後，具体的計算例を用いて両

者の利益計算の比較をなすことによって，エドワーズ・ベルおよびベドフォー

ドが主張したそれぞれの利益計算に，いかなる類似点，相違点があるのかを検

討する。そうすることにより，両者の理論の相違を明らかにすることとしたい。

　I　エドワーズ・ベルの利益概念

　エドワーズ・ベルの学説については，先に述べたようにすでに多くの研究，

紹介があるので，ここではその利益概念のエッセンスだけを確認する。

　エドワーズ・ベルによれば，不確実性を伴う経済社会において会計資料が必

要とされるのは，経営意思決定の良否を評価するためであるという。そして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
そのための会計資料には次のような条件が求められる。

　①保有利得（または損失）は，それが生じること，すなわち個々の価格変動

　　ごとに記録されなければならない。

　②保有資産の価格変動による保有利得と，正常な生産・販売活動による操業

　　利益とを区分しなければならない。

一③一般物価水準の変動を認識することにより，実質利益と仮装利益とを区分

　　するとともに，貸借対照表も実質価値で示さなければならない。

しかし，これらの条件は取得原価主義会計では満たされない。さらに，経営意

思決定は主として個別的な価格の変動に関する期待値と個々の価格間の関係を

基礎にするため，会計の課題は，個々の価格の変動をそれが生じるつど記録し，

その変動額を確認することにあるという。これがエドワーズ・ベルの基本的立

場である。

　さて，企業資産の価値は，操業活動（生産）による形態の変化によっても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
また保有による時間の経過によっても変化する。前者は操業利益であり後者は

保有利得である。この両者は別個の意思決定の結果であるから，これらを明確

に区別して測定することが必要となる。そこで，エドワーズ・ベルは，従来ま

での実現基準に加えて実現可能基準という考え方を導入するのである。この実

現基準と実現可能基準とは，各々，操業の面と保有の面との二つの局面につい

ていえる概念である。操業の面での実現基準とは，販売されるまでは資産は何
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等かの購入価格（entryVa1ue）で評価する方法であり，実現可能基準（生産

基準）とは，販売される以前においても資産を何等かの販売価値（eXit　Va1ue）

で評価する方法である。さらに，保有の面での実現基準とは，ある時点での資

産の評価に際して常に歴史的原価を用いる方法であり，実現可能基準とは，同

様の際にその時点の価格を用いる方法である。

　そこで，これらの基準を組合せることによって，いくつかの利益概念を考え

ることができる。たとえば，取得原価主義にもとづく会計利益は，操業の面で

も保有の面でも実現基準を用いる概念である。しかし，エドワーズ・ベルは会

計利益では先にあげた会計資料に求められる条件を満たさないとして，経営利

益という概念を考える。この経営利益は，操業の面には実現基準を適用し，保

有の面には実現可能基準を適用するものである。つまり，操業活動によって資

産の価値が高められても，利益はそれが販売されるまでは計上されないのに対

しで，資産を保有している間に値上りした場合はその価格増加分を，これが実

現可能になった時に計上するのである。

　では，なぜこのような二様の評価方法を含む経営利益という概念が必要とな

るのであろうか。エドワーズ・ベルによれば，経営意思決定の評価に役立つ資

料の提供の目的のためには，利益計算には少なくとも次のような条件が求めら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
れ，それを満たすのが経営利益の概念なのである。

　①勘定に記録さ一れる諸事象は，当期の客観的な事象のみでなければならない。

　②操業利益は，保有利得から明確に区別されなければならない。

　③記録された諸事象は，企業の実際の諸活動に関連するものでなければなら

　　ない。

　さらにこれらの条件に照らしてみると，収益ならびに費用の評価基準として

いカ）なる価値（原価）概念が適当かはっきりする。そこで，考えられる価値概
　　　　　　　　　　　　　（8）
念をまとめると以下のようになる。

　販売価値

　①期待売価…企業の期待通りに，完成した製品（アウトプット）が販売され

　　るとすれば，将来，企業が受取ると期待される価値。

　②カレント価値…販売される財貨ないし用役の対価として，当期中に実現し

　　た価値。

　③機会原価…もしも資産（完成品，仕掛品，原材料）を，それ以上加工せず
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　　に，即時に得られる最高の価格で売却したとすれば，現在実現するはずの

　　価値。

　購入価値

　①現在原価…その資産を，現在の形態のままで取得するための原価。

　②カレント原価…その資産を，現在の形態にまで生産するために使用した生

　　産要素（インプット）を，現在取得するための原価。

　③歴史的原価…その資産を，現在の形態にまで生産するために，企業が実際

　　に使用した生産要素（インプット）の取得当時の原価。

これらの価値概念のうち，収益については，カレント売価が条件に最も合致す

る。期待売価は，主観的な評価に依存するのみならず，未販売の資産にも販売

価値を適用することになるから不適当である。また，機会原価は客観的な市場

価値にもとづくものの，実際に販売される以前に販売価値が導入されるためや

はり不適当である。他方，費用については，カレント原価が条件に最も合致す

る。歴史的原価は，実際に行われた事象を客観的に記録しうるが，操業利益と

保有利得とを区別しえない。また，現在原価は実際の事象を反映するものでは

なく不適当である。このようにして，エドワーズ・ベルは，カレント売価とカ

レント原価とをそれぞれ収益および費用の評価基準とする経営利益概念を主張

する。すなわち，カレント売価とカレント原価との差額として操業利益を計算

するのである。さらに，カレント原価と歴史的原価との差額として保有利得を

計算するのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　この経営利益の具体的計算例は，後述することとする。

　皿　ベドフォードの利益概念

　エドワーズ・ベルと同様に，ベドフォードの学説についても，すでに多くの

研究，紹介があるので，ここではその利益概念のエッセンスだけを確認する。

　ベドフォードによれば，通常「利益」と呼ばれるものには次のような異なっ
　　　　　　　（工。）
た概念があるという。

　①r人問の生まれながらの，あるいは本質の中に存在するもの。」

　②「社会の活動に役立つように作り出された測定値。」

第一の概念から我々がくみ取るべきことは，測定されるか否かにかかわらず利

益は存在するということであり，また利益は富の増加として，人間の欲求，願
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望を充足する手段ということである。第二の概念は，それ自体が独立した概念

ではなく，富の増加という基本概念を数量化したものである。この測定値とし

ての利益の出現によって，富の増加を合理的かつ客観的に比較，検討すること

が可能となった。したがって，測定値としての利益は，それ自体が経済的目標

となり，企業の活動の方向づけをなし努力をコントロールするとともに，企業

の活動の努力を評価することを可能にしたのである。

　またベドフォードは，社会における企業利益の役割を論ずる際には，目標な

いし追求されるものとしての利益（将来利益）と，成果ないし達成されたもの

としての利益（過去利益）とが区別されるべきであるという。経済活動は直接

的であれ間接的であれ企業利益の獲得を目指して営まれるものであるから，将

来利益の役割は経済社会を動機づけることであ乱他方，過去利益の役割は，

経営者をはじめとする利益を追求する人々の効率を評価するための手段を提供

することにある，というのである。

　以上のような立場に立つベドフォードは，企業利益は測定された利益であり，

さらに多数の測定された利益により構成されている一つの中心概念であると考

える。そして企業利益を分類することによって，企業利益とそれを構成する利

益との相互関係を明らかにしようとする。すなわち，企業利益の測定は，利益

の構成要素を分類することによって最も適切に行うことができるのであ乱そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
の例として，エドワーズ・ベルの示した四種類の利益構成要素をあげている。

　しかし，ベドフォードはエドワーズ・ベルの利益構成要素をそのまま受け入

れることはしない。新たに操作的利益（operationa1income）という概念を持

ち出して企業利益の分割を図るのである。この操作的利益概念としては次の二
　　　　　（12）
つのものがある。

　①「操作的利益は，企業実体によって遂行された一組の操作（活動…泉）の

　　結果として定義することができる。」

　②r操作的利益は，企業利益を測定する際に会計担当者によって遂行された

　　一組の操作として定義することができる。」

前者は，企業が利益を創出する活動は多数であるから，利益を創出するために

行われる活動を記述することによってのみ利益を正確に定義することができる

とするものであり，後者は，利益がどのように測定されるかを知ることによっ

てのみ，その正確な定義をすることができるとするものである。ベドフォード
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は，後者は伝統的な考え方に適合しているものの，いったん一組の測定の操作

が確定されると，それを変更することが困難になるため，企業利益の会計的測

定を継続的に改善するための方法としては不完全であるとしてしりぞける。こ

うして，操作的利益は企業実体によって遂行された一組の操作の結果として定

義されるという考え方を取入れ，利益はそれを創出するために行われる活動に

よってのみ定義されるとする。そこで以下のように経営活動を分類し，そのう
　　　　　　　　　　　　　　　（13〕
ち②～⑤が利益創出活動であるとする。

　①貨幣資源の取得。

　②サーヴィスの取得（取得活動；aoquisition　operation）

　③サーヴィスの利用（利用活動；u七i1ization　operation）

　④サーヴィスの再結合（再結合活動；r㏄ombina七ion　operation）

　⑤サーヴィスの販売（販売活動；disposition　operation）

　⑥利益の分配

　また，利益（収益）の認識に関して，a．実現による認識，b．時点による認識，

の二つがあるとしながら，何が認識されなければならないか，誰による認識が

適切か，といった点が不明であるとして，a．をしりぞけb．を採用する。この時

点による認識とは，利益創出活動における時点を，利益を認識すべき時として

選択することを単に要求するだけのものであ乱すなわち，実現による認識で

は，通常，利益は販売という一時点でしか認識されなかったわけであるが，時

点による認識では，サーヴィスの取得から販売までの過程の中で複数の時点を

考えることによって，販売という最終時点のみではなく，途中の過程ですでに

発生していると考えられる利益をも認識するのである。これは言い換えるなら

ば，実現による認識では，実現利益のみを認識するのに対して，時点による認

識では，未実現利益をも認識することに他ならない。

　以上をもとにした各活動利益は，ベドフォードが示す例に従ってまとめると
　　　　　　　　（工4）
次のように計算される。

　④取得活動利益　＝客観的取得原価　　　　一実際取得原価

　②利用活動利益　：利用時点のカレント原価一客観的取得原価

　③再結合活動利益：正味実現可能価額　　　一利用時点のカレント原価

　④販売活動利益　二実際販売価額　　　　　一正味実現可能価額

　⑤全体的利益　　：①十②十③十④
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　これらの具体的計算例をエドワーズ・ベルとの比較ができるかたちで，次に

示すこととする。

　W　具体的計算例

　以下に示す設例は，ベドフォードの著書の中の，「経営活動における測定値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
の相互関係」と称する表が意味する内容および数値をそのまま用いている。な

おここでは，生産要素は材料のみであると仮定する。

＜設例＞

　a、開業第一年目とし，期首の貸借対照表は次の通り。

期首貸借対照表　（単位：円）

現金　ユ03．000 資本金　103，OOO

b．期中における取引

　外部との取引は現金によることとし，以下に示す以外の価格の変動はな

かったとする。

①材料を￥95，000で購入。この時の材料の客観的取得原価は￥1OO，OOOで

　あった。

②材料をその利用時点まで保有。この時点での材料のカレント原価は

　￥ユ20，OOOであった。

③材料の半分を再結合活動に投入。すべてが製品として完成し，その正味

　実現可能価額は￥90，OOOであった。

④完成した製品を￥100，OOOで販売。この販売のための広告費￥8，OOOを要

　した。

　この設例にしたがって，エドワーズ・ベルおよびベドフォードが各々考える

利益計算を行うと，次のような結果になる。
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＜エドワーズ・ベル＞　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　　　　　　　　　　　　一会計利益　　　実現利益　　　経営利益

　売上　　　　　　　　　100，OOO　　　ユOO，OOO　　　ユOO，OOO

　売上原価　　　　　　△47，500＊1　△60，000＊2　△60，000＊2

　広告費　　　　　　　　△　8，OOO　　△　8，OOO　　△　8，000

　　　当期操業禾1臆　　　　　　　　　　32，OO0　　　32，OOO

　原価節約

　　　材料　　　　　　　　　　　　　　　ユ2，500＊3　　25，000＊4

　　　合計　　　　　　　　44．500　　　44．500　　　57，OOO

　＊工g5，OOO・1々一47，500

　＊2王20，OOO・！卜60，000

　＊3（ユ20，O00－95，OOO）×1わ＝12，500。これは，実現原価節約である。

　＊4ユ20，OOO－95，000＝25，OOO。これは，実現可能原価節約である。

＜ベドブォ＿ド＞　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　①取得活動利益

　　　　　客観的取得原価　　　　　　　ユ。O，OoO

　　　　　実際取得原価　　　　　　　　　95，OO0　　　　5，000

　②利用活動利益

　　　　　利用時点のカレント原価　　　120，000

　　　　　客観的取得原価　　　　　　　100．000　　　20，000

　③再結合活動利益

　　　　　正味実現可能価額　　　　　　90，OOO

　　　　　利用時点のカレント原価　　　　60．OO0　　　30，OOO

　④販売活動利益

　　　　　実際販売価額　　　　　　　　ユOO，000

　　　　　正味実現可能価額　　　　　　　98，O00＊　　　2，000

　⑤全体的利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　57，000

　＊この正味実現可能価額には，広告費￥8，OOOが含まれている。

以上のように，エドワーズ・ベルおよびベドフォードが各々考える利益が計
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算される。この数値をもとに次に両者の利益計算の比較検討を行うことにする。

　V　両者の比較検討

11

　先に述べたように，エドワーズ・ベルは，操業利益と保有利得との区分とと

もに実現可能基準にもとづく実現・未実現の区分とを理論の中心におき，貨幣

利益を分割することを試みている。そこでは操業利益は実現したもののみを認

識し，他方，保有利得（原価節約）に関しては，カレント原価の変化した部分

を実現可能原価節約として把握した後に，実現した部分と未実現の部分とに分

けるのである。以上をまとめると次のようになる。

　ここで実現資本利得とは，本来通常の生産に使用するはずの資産を臨時に売

却した場合などに，その資産の売却収入から歴史的原価を引いた差額である。

エドワーズ・ベルによれば，原価節約は通常アウトプットを販売したときに実

現するのに対し，資本利得は臨時にインプットを売却することによって実現す

るのであるから，両者は意思決定の内容が異なるため区別して記録するのであ

る。さらに，操業活動による利益（操業利益）と，保有活動による利得（保有

利得）とは全く別個の意思決定によるのだから，各々を適切に評価するために

はこれらを注意深く分離する必要があるという。このことは，先に述べたよう

にエドワーズ・ベルが，会計資料が必要とされるのは意思決定の良否を評価す

るためであるという基本的立場に立つからである。

　エドワーズ・ベルは，意思決定にもとづく活動の区分を一つの基準として貨

幣利益の分割を行ったわけであるが，その延長上にベドフォードの展開した活

動に従った利益の分割という考え方がある。すなわち，ある一つの意思決定に

もとづいて一つの活動が為される限りにおいて，意思決定を評価するというこ
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とは，それに関わるところの活動の成果，すなわち活動利益を測定し評価する

ことに他ならない。ベドフォードの主張はこの点において，エドワーズ・ベル

の主張を発展させたものといえる。

　このことを先の計算例で見てみよう。エドワーズ・ベルの経営利益￥57，O00

は，操業活動からの操業利益￥32，OOOと保有活動からの実現可能原価節約￥25，OOO

とにより構成されている。ベドフォードに従えばこの操業利益は，販売活動利

益￥2，O00と再結合活動利益￥30，000とにさらに分け一られる。また実現可能原

価節約も，取得活動利益￥5，000と利用活動利益￥20，000とに分けられる。こ

のような意味において，ベドフォードはエドワーズ・ベルの経営利益概念にお

ける貨幣利益の分割を精緻化したといわれるのである。

2．

　しかし，ベドフォードはエドワーズ・ベルの経営利益を単に細分化しただけ

ではない。このことは先の設例を次のように変えることにより明らかとなる。

すなわち，先の設例では製造された製品すべてが￥ユOO，O00で販売されだとし

ているが，そのうちの半分が￥56，OOOで販売され残り半分は期末に残っている

とするのである。その場合の結果は次のようにな乱

＜エドワーズ・ベル＞

　　　　　　　　　　　　会計利益

　売上　　　　　　　　　56，000

　売上原価　　　　　　　△23，750＊i

　広告費　　　　　　　　△8，OOO

　　　当期操業利益

　原価節約

　　　材料

　　合計　　　　　　　　　24，250

　・ユ47，500・吻一23，750

　＊260，O00・ユ々一30，000

　　　　　（単位：円）

実現利益　　　経営利益

　56．000　　　56，000

△30，OOO＊2　△30，000

△　8，OOO　　　　　　△　8．000

　18，OO0　　　　　　　18，OO0

　6，250＊3　25，OOO＊4

　24．250　　　　　　　43，O00

＊ヨ25，000×ユ方×ユ方＝6，250。これは，実現原価節約である。

＊4これは，実現可能原価節約である。



＜ベドフォード＞

　取得活動利益　　5，O00

　利用活動利益　　20，000

再結合活動利益　30，OOO

販売活動利益　　3，OOO＊

　　全体的利益　　58，000

貨幣利益の分割

　　　　　　　　　　（単位：円）

＊実際販売価額　　　56，OOO

正味実現可能価額　53，OO0

　　　　　　　　　　3，OOO

正味実現可能価額は以下の通り。

90，OOO・1／2＋8，OOO＝53，OOO

11

　このように，エドワーズ・ベルによる経営利益￥43，O00とベドフォードによ

る全体的利益￥58，O00との間に￥ユ5，OOOの差額が生じる。この差額は，再結合

活動によって製品に付加された￥30，000の価値（利益）のうち，販売に至らな

かった製品に関わる部分である。

　エドワーズ・ベルに従えば，販売された製品に関わる再結合活動からの利益

は，販売した時に操業利益の中に含まれて計上されるが，期末に残った製品に

関わるそれは，販売されるまで繰延べられることになる。これでは当期の再結

合活動の成果を評価できないとベドフォードは考えるのである。前述したよう

に，ベドフォードは利益の本質を富の増加としており，再結合活動においてす

でにそれが生じているとし，製品の正味実現可能価額から利用時点のカレント

原価を差引くことによって再結合活動利益を計算する。ここにおいて販売価値

としての正味実現可能価額，すなわちエドワーズ・ベルが主観的要素が介入す

るとしてしりぞけた期待売価を用いるのである。つまり，エドワーズ・ベルが，

経営利益の計算において，保有の面では実現可能基準を採用するものの操業の

面ではあくまで実現基準を採用することを主張しているのに対して，ベドフォー

ドは操業，保有の両局面において実現可能基準を採用するところの実現可能利

益を考えているといえるのである。

　ベドフォードは，利益の認識にあたり実現による認識をしりぞけ時点による

認識を採用し，再結合活動が終了した時点を一つの利益認識時点とするとと
（工6）

もに，販売価値による資産評価をなすことにより，いわゆる未実現利益を認識

し，再結合活動の成果を評価している。この点が，エドワーズ・ベルの利益計

算方法と最も異なるところである。

3．

　さらに，保有利得（エドワーズ・ベルでは原価節約，ベドフォードでは利用
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活動利益）に関して両者は相違を見せる。例えば，生産活動を行っている問に

生産に投入した生産要素の価格が変動（上昇）するような場合を考えてみる。今

度は先の設例に，生産活動に投入された材料（利用時点のカレント原価￥60，OOO）

の生産終了時点でのカレント原価が￥64，OOOに上昇し，それ以降は期末まで安

定していたという条件を加えるのである。なお，未投入の材料は￥60，OOOのま

まであったとする。

　ベドフォードは，このような場合の保有利得の問題にも言及しているのに対

して，エドワーズ・ベルは言及していない。つまり，ベドフォードはこの価格

の変動にもとづく保有利得を認識するのであるが，エドワーズ・ベルは，生産

には時間がかからず保有活動だけに時間がかかると仮定する乙とによっそ，こ

のようなケースを初めから考えていないと思われるのである。したがって，ベ

ドフォードのみが，生産に時間的要素を考慮することとなり，その結果は次の

ようになる。

＜ベドフォード＞

　取得活動利益

　利用活動利益

　再結合活動利益

　販売活動利益

　　全体的利益

5．000

24000＊1

26000＊2

2，OOO

57，O00

（単位：円）

＊工 iユ20，000一ユOO，000）十

　　　　　（64，000－60，OOO）＝24，OOO

＊2gO，O00－64，000＝26，000

　ここで全体的利益は先の設例と同様に￥57，000となるが，利用活動利益は￥

4，000増加して￥24，OOOとなり，逆に再結合活動利益は￥4，O00減少して￥26，000

となる。これは，材料の価格上昇分の￥4，000を再結合活動利益に含まず，利

用活動利益の要素として扱うという一ことである。ベドフォードは，利用活動利

益は主としてa．サーヴィスを利用する時まで保有することによって生ずる投資

利益，およびb．製品を生産，販売するのに必要な期問に生じた投資利益，から
　　　　　　　　　　　　（17）
構成されると考えるのである。したがって，生産に投入した生産要素の生産活

動期問の価格変動部分は，再結合活動利益の構成要素とはせずに，あくまでも

利用活動利益の構成要素として把握することにより，保有期間における資産の

価格変動から生ずる利益が利用活動利益である，という利用活動利益の概念を明
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確にしているのである。

　このように，エドワーズ・ベルは生産に時間的要素を考慮していないのに対

して，ベドフォードはそれを考慮するのである。このことは，単に両者の仮定

の相違にもとづくだけではなく，両者の利益計算のより本質的な思考の違いに

もとづいていると考えられる。エドワーズ・ベルは経営意思決定との関わりで

貨幣利益を分割したのであり，ベドフォードは様々な活動（現象）から生じる

利益を合計することにより全体的利益を考えているのである。つまり，エドワー

ズ・ベルは，存在するある一つの全体を分割し構成要素に分けるという思考を

しているのに対して，ベドフォードは，個々の構成要素を積上げることによっ

て全体を求めるという思考をしているのである。したがって，ベドフォードの

関心は，各活動ごとの成果としての利益をいかに測定するかということであり，

保有利得を保有（利用）活動から生じる利益としてそれを直接とらえようとした

ため，それだけ概念が明確にされ，測定も徹底されたのである。

　このように考えるからこそ，ベドフォードは生産に時間的要素を考慮し，生

産に投入した生産要素の生産活動期問の価格変動から生じる保有利得を保有活

動からの利益としてとらえ，再結合活動利益には含めないのである。

　VI　結ぴ

　これまで述べたところから明らかなように，ベドフォードの利益計算は，エ

ドワーズ・ベルの経営利益概念における貨幣利益の分割を精緻化させるかたち

で展開されている。エドワーズ・ベルは，経営意思決定を評価するためにその

意思決定に関わる活動の利益を計算することを目的とし，操業利益と保有利得

とを区分したのである。ベドフォードは，それらをさらにより詳細な活動に応

じた利益へと細分化したのである。ここにひとつ，両者の主張の類似するとこ

ろがある。

　ベドフォードは，この細分化に伴い，利益を時点による認識で把握すること

によって，従来までの実現による認識では把握されなかった，いわゆる未実現

利益をも認識しようとした。この未実現利益の認識は，保有の面のみならず操

業（生産）の面でも考えられており，再結合活動利益の測定がそれにあたる。

すなわち，生産活動によって増加したと考えられる価値に関しては，製品の販

売を待たずにそれが発生した段階で，その活動の利益として認識してしまおう
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とするのである。他方，エドワーズ・ペルは，操業の面に関しては販売される

までは資産は何等かの購入価値で評価するという実現基準をとるものの，保有

の面に関しては実現基準を離れ実現可能基準を採用する。すなわち，個別価格

の変動に応じて実現可能原価節約を把握し，経営利益の一要素とするのである

が，これも未実現利益に他ならない。ベドフォードは，保有の面のみならず操

業の面においても未実現利益を認識し利益の構成要素としようとしているのに

対して，エドワーズ・ベルは，保有の面だけでそれを考えているという相違は

あるものの，両者は利益の認識において実現基準から離れ，未実現利益をも認

識しようとしていることは明らかである。この点も両者の主張の類似するとこ

ろである。

　ベドフォードの利益計算は，エドワーズ・ベルの経営利益概念におけるに貨

幣利益の分割を精緻化するかたちで展開された。さらに，未実現操業利益をも

認識することによって，より詳細な活動の成果を把握することを可能にし，経

営急患決定の評価の基礎を与えた。そのように見るならば，ベドフォードの利

益言十算は，エドワーズ・ベルのそれを発展させたものと位置づけることも可能

であるように思われる。

　このように，エドワーズ・ベルとベドフォードの利益計算は類似する特徴を

見出すことができる。確かに両者は同様に，貨幣利益の分割を図っているかの

ように思われる。だがしかし，そうとだけ言っていいのであろうか。

　エドワーズ・ベルは，経営意思決定のため，従来までの利益（会言十利益）を

操業活動に関わる部分と保有活動に関わる部分とに区分しようとして貨幣利益

の分割を図ったのである。それに対してベドフォードは，企業が利益を創出す

る活動は多数であるから，利益を創出するために行われる活動を記述すること

によってのみ利益を正確に定義することができるという操作的利益概念のもと，

利益創出過程の各活動の成果であるところの利益を計算して，それを合計する

ことによって全体的利益（企業利益）を計算しているのである。つまり，形式

的には全体的利益を各活動ごとに分割しているように見えるものの，その意図

するところは，各活動ごとの利益を積上げること一によって全体的利益を求めて

いるのである。これは，貨幣利益の分割ではなく積上げとでも呼ぶべきもので

ある。すなわち，エドワーズ・ベルは経営意思決定との関わりで貨幣利益を分

割したのであり，ベドフォードは様々な活動（現象）から生じる利益を合計す
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ることにより全体的利益を考えたのである。したがって，ベドフォードの関心

は，各活動ごとの成果としての利益をいかに測定するかということであり，本

稿でエドワーズ・ベルとの相違として触れた再結合活動利益ならびに利用活動

利益の測定の部分にそれが現われている。

　このように，ベドフォードは，企業利益はただ一つの活動の成果であるので

はなく，様々な活動によって生み出される様々な性格を持つ利益の集合である

と考えており，その活動ごとの利益の測定を可能にしたのが操作的利益概念で

あった。操作的利益については，彼の利益概念の説明の際に示したように，「操

作（opera七ion）」を企業活動（businessopera七ion）と考えるか，会計操作

（a㏄ounting　operation）と考えるかによって二つの異なった概念が考えられ

る。ベドフォードが利益計算で目指したものは利益創出過程の個々の活動の成

果としての利益の算定であったのだから，そこで取るべき操作概念は必然的に

企業活動となるのではないだろうか。そしてそのような操作概念にもとづく操

作的利益を考えるところに，ベドフォードの利益計算の特徴を見出すことがで

きるように思うのである。

　エドワーズ・ベルもベドフォードも共に，その利益計算の形式の上ではあた

かも貨幣利益の分割をなしたかのように見えるのであるが，実はその理論の本

質は異なっているように思える。エドワーズ・ベルの利益計算は確かに「貨幣

利益の分割」言†算であるのに対して，ベドフォードのそれは「積上げによる貨

幣利益」計算だったというべきではないだろうか。

（1）　Edwards，Edoger　O、＝PhiIip　W，Be11，珊e肋eorツαπd　Mθα8〃mε耐

　　o∫地8｛m舶伽。ome，Berke1ey／Los　Ange1s，1961年。伏見多美雄・藤森三

　　男訳編，意思決定と利潤計算，日本生産性本部，1964年。

（2）　Bedford，Norton　M．，∫πcome－Deferm加αれ。η　τ加。rツ，Addision－

　　Wes1ey，1965年。大藪俊哉・藤日ヨ幸男共訳，利益決定論，中央経済社，1984年。

（3）エドワーズ・ベル理論を比較的詳細に扱ったものとしては，以下のようなも

　　のがある。伏見多美雄穂，企業利潤論の新展開はト14〕，産業経理，第24巻，第

　　2～5号，1964年。遠藤久夫稿，エドワーズ・ベル提案の位置，江村稔編著，

　　変動期の現代会言十，中央経済社，1969年，121－！60頁に収録。

　　　ベドフォード理論を比較的詳細に扱ったものとしては，以下のようなものが

　　ある。遠藤久夫稿，オパレイショナル・インカムの測定，横浜市立大学論叢，

　　I8巻4号，1966年，3ト78頁。．津曲直躬稿，操作主義会言十字の展開，江村稔編
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（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

著，前掲書，180－206頁に収録。

　また，両者の理論の比較をなしたものとしては，以下のようなものがある。

倉地幹玉稿，企業利益における統一的概念の形成への志向，企業会計，第18巻，

第10号，1966年，61－70頁。遠藤久夫稿，会計測定における基本問題，横浜市

立大学論叢，19巻3，4合併号，1967年，l14－146頁。峯村信吉著，会計学説史，

同文館，1972年，119－122頁。

　エドワーズ・ベルは，さらに貨幣価値の変動に関わる修正をなした利益概念

も展開しているが，ベドフォードとの比較を容易にするため本稿では特に触れ

ない。したがって，本稿では，貨幣価値の変動がないことを前提とする。なお，

貨幣利益（money　profit）という用語はエドワーズ・ベルが用いたものであ

り，貨幣価値の変動がある場合には名目利益を意味するが，変動がない場合に

は実質利益を意味することとなる。

　また，エドワーズ・ベルの用いる“profit”という用語を“incomo”と区別し

て“利潤”と訳すことがあるが，本稿で扱う限りにおいては本質的に同一の内

容を指していると考えられるので，本稿ではすべて“利益”という用語で統一

する。

　Edwards＝Ben，前掲書，1O－11頁および訳書8－9頁参照。

　エドワーズ・ベルは，生産には時間がかからず，保有活動だけに時間がかか

ると仮定している。

　Edwards＝Be11，前掲書，90頁および訳書，74頁参照。

　Edwards＝Beu，前掲書，77－79頁および訳書，62－64頁参照。

　エドワーズ・ベルは，経営意思決定への役立ちといった観点から経営利益概

念を主張するのであるが，会計資料の用途はそれに限られるものではないこと

を考慮して，会計利益および実現利益といった利益をも計算しようとしている。

それは，四種類の利益構成要素を示し，それらの組合せにより三種類の利益を

計算するものである。利益構成要素および利益概念は以下の通りである。

＜利益構成要素＞　　　　　＜利益概念＞

　A　当期操業利益　　　　　　　　　算入される要素

　B　実現可能原価節約　　　　　　　操業利益　　保有利得

　C　実現資本利得　　　　会計利益　（A＋D）　　　C

　D　実現原価節約　　　　実現利益　　　A　　　　C＋D

　　　　　　　　　　　　　経営利益　　　A　　　　　B

　Edwards＝Be11，前掲書，121頁および訳書，100頁参照。

　Bedford，前掲書，11頁。訳書，14頁。

　Bedford，前掲書，65頁および訳書，83－84頁参照。

　Bedford，前掲書，72頁。訳書，94頁。

　Bedford，前掲書，75－82頁および訳書，98－107頁参照。

　Bedford，前掲書，176頁および訳書，233頁参照。

　ここで用いられている価値（原価）概念は，先に示したエドワーズ・ベルの

用語と一致しない。ベドフォードの，実際取得原価，実際販売価額は，それぞ

れ，歴史的原価，カレント売価に該当する。また，ここでいわれる利用活動，
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　　再結合活動とは，それぞれ一般にいわれるところの保有活動，生産活動と考え

　　てよい。

（15）Bedford，前掲書，176頁。訳書，233頁。

（16）　この設例においては，製品はすべて完成したとしているので，再結合活動の

　　終了時点のみを再結合活動利益の認識時点とすればよいが，未完成品が存在す

　　る場合には，さらに再結合活動の中の様々な時点を利益認識時点としなければ

　　ならない。

（17）Bedford，前掲書，142頁および訳書，187－188頁参照。

（著者の住所　〒185国分寺市西町2－31－1　ベルコープ国立402）


